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要旨
　本稿は、同じ東アジアに位置する日本と中国の、戦前および戦後の関係についての歴史的評価を
試みたものである。前半においては、日清戦争から日中戦争と日本の敗戦に至るまでの半世紀を時
系列的に３つの時期に区分し、また、後半は、日本の敗戦から現在に至るまでの60余年の日中関係
を、世界経済の３極の１つを形成する東アジアにおいて両国が主導的な役割を求められている視点
と、日中両国が過去の歴史をきちんと振り返って学ぶことの重要性の視座から、特に戦争終結直後
から1970年代後半の東西冷戦終了までを中心に、両国関係史を語る上で不可欠なサンフランシスコ
講和条約、冷戦、文化大革命、政冷経熱、改革開放、等の出来事やキーワードを下に、世界情勢と
関連付けて考察する。
　日中戦争の一方的な見直しや再評価が時として日中関係に摩擦や亀裂を生じさせているが、日中
両国の政府レベルに加えて、両国国民を交えた合意と客観的歴史的事実や実像に基づく見直しであ
るならば、両国関係を未来に向けて一層大きく発展させると考える。日中の近現代史の俯瞰は、現
在の日中関係における重要課題として、過去の歴史をきちんと振り返り、日中双方の政府と国民
が、偏狭な国益に固執した発想から抜け出て、東アジアの共通の目標に向け信頼感を地道に醸成
し、強固で開かれた連帯関係を作り上げることが如何に重要であるかを示している。
１．はじめに
　日本と中国は、密接な関係を保ちながら約150年の近現代史を形成して来たが、同じ東アジアに
位置する大国であっても、両国の歩んで来た道は大きく異なる。国と国の関係が一般的にそうであ
るように、日本と中国の関係においてもまた、国内事情、両国間の繋がり、及び世界全体の動向、
特に日中が位置する東アジアおよび太平洋地域におけるその時々の勢力関係や情勢を切り離して論
ずることは出来ない。
　本稿では、前半において、日清戦争から日中戦争（太平洋戦争）で日本が敗戦に至るまでの約半
世紀の日中関係を、世界の勢力関係や日中の動向の視点から、時系列に、「近代西欧パワーポリ
ティックスを背景とする中国割譲と日清戦争」、「第一次大戦後のワシントン体制」、「ワシントン体
制後の山東出兵、抗日戦争から日中戦争、終戦まで」に時期区分し、各時期の日中関係の特徴を検
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１　本稿は、筆者の東アジアおよびアジア太平洋の地域協力・地域統合に関する研究の一環として纏めたものであ
る。
戦前および戦後の日中関係についての一考察26
証し、その上で「日中戦争の歴史的評価」を試みる。
　また後半では、日中戦争での日本の敗戦から現在に至るまでの60年余の戦後の日中関係を、欧州
のEUや北米のNAFTAと共に世界経済の３極の１つを形成する東アジアにおいて、日本と中国の
両国が東アジアの経済大国として、互いに主導的な役割を担うことが強く求められているとの視点
と、現在の日中関係における重要な課題である「日中両国の過去の歴史をきちんと振り返って学
ぶ」ことの視座から、特に戦争終結直後から1970年代後半の東西冷戦の終了までを中心に、両国関
係史を語る上で不可欠な出来事やキーワードを下に、世界情勢と関連付けながら検証する。
２．戦前の日中関係
２－１　近代西欧パワーポリティックスを背景とする中国割譲と日清戦争
　日中の近代史は、近代西欧のパワーポリティックス（power politics）に対する日本のいわば「自
衛」と「対抗」から発した帝国主義的・膨張主義的なナショナリズムの形成（換言すれば、自衛の
ための［あるいは自衛に名を借りた］侵略）の展開と、その日本のナショナリズムに対抗する中国
の民族的抵抗あるいは民族解放のナショナリズムの形成と展開、の相互作用を伴いながら進んで来
た。列強の帝国主義諸国による世界の分割と割譲は19世紀末にはほぼ完了するが、東アジアで「東
洋の宝庫」と見られていた中国の分割は残されたままとなり、地政学上重要であった朝鮮の支配を
めぐる日中（清）両国間の戦争がこの分割プロセスの発端となる。日清戦争の結果、中国の主要拠
点が英・露・独・仏と日本の租借地となった。日清戦争は列強のパワーポリティックスへの日本の
参画の契機となったが、それは既成の欧米中心の「秩序」への新規参入であったが故に、列強諸国
からすれば甚だ迷惑な「撹乱」要因であり、世界「再」分割を求める行動と見られたこともあっ
て、それが「三国干渉」を誘引することとなった。
　そもそも、日本のパワーポリティックスへの参戦は世界再分割への東洋からの小さな狼煙では
あったが、それは既成の世界体制、世界秩序の中に日本を包含させるもの、即ち、結果的には欧米
列強による世界分割への日本の組み入れを肯定させようとするものに他ならなかった。中国や太平
洋において強まりつつあったドイツ勢力に対する攻撃等に始まる一連の日本の大陸政策は、中国に
対する独占的な影響力の強化によって、東アジアおよび太平洋地域における既成の国際的勢力関係
（バランス・オブ・パワー）を日本が覆えそうとするものでもあった。そして、日本のこの大陸政
策は、朝鮮半島から満蒙、さらには中国へと拡大して行くことになる。
２－２　第一次大戦後のワシントン体制
　第１次大戦後の1921年のワシントン会議は、1917年に起こったロシアの社会主義革命の成功によ
る、資本主義と社会主義の二極化移行という新しい国際情勢の変化に対応するためであったが、表
向き公式的には「軍縮」と「中国の主権回復」が目的とされたものの、米国の呼び掛けに応じてワ
シントンにて開催され、ソビエトが招請されなかったことからも容易に想像が付くように、日米対
立が浮かびつつある中、日英同盟等のそれまでの日本の国際関係の破棄・清算を米国が主導したも
のであり、その後の国際秩序、就中、日本の大陸政策と日中関係に大きな影響を与えた。即ち、ワ
シントン会議及びそれによって形成されたワシントン体制は、英・米の列強による中国における既
新潟産業大学経済学部紀要　第37号 27
得権益は温存する一方、日本の中国での優越的地位に歯止めを掛け、日本の侵略的大陸膨張政策に
よる対中国独占的支配を牽制し、タガを嵌めようとしたものであった（例えば、ワシントン会議の
主要決定事項に含まれる、中国の主権と独立の尊重、門戸開放・機会均等原則の承認、日本の山東
権益の放棄、等にそれが現れている）。そして、それはまた主権回復と政治的統一に向けた中国の
取組みに日・米が共同して支援するという表向きの演出をとりながらも、その実、大戦を契機に高
揚しつつあった中国のナショナリズムを抑制しようとするものでもあった。日本は、満蒙での既得
権益や軍事力が維持、温存されたものの、他方で、日本が大戦により中国において獲得した諸特典
や諸権益の過半が否認されることとなったため、ワシントン体制は日本の膨張策の抑止としての効
果がなかったばかりか、それが、日本軍部内に「対米必戦論」を生み出す等、日本のその後の対中
侵略の原動力となり、また格好な口実を与えることになった。ワシントン会議に招請されなかった
ソビエトが、英・米と日本の間の牽制・拮抗過程で「魚父の利」を得るように日本のシベリア撤兵
を完了させ、自らはワシントン体制に挑み、「革命外交」により積極的な南進・東進政策を取った
ことも、日本のその後の対中政策に大きな影響を与える。いずれにせよ、英国に替わって列強の
リーダーとなった米国が、その影響力の下で、その後のアジア太平洋地域における国際秩序を形成
して行くこととなり、それに伴い、日米関係がそれまでの友好的関係から緊張関係・対決的関係へ
と移行し（米国は日本の中国における利権拡大を恐れていたことに加えて、日本が日本領台湾の直
南に位置する米国領フィリピンにも侵略して行くことを強く懸念していたことも日米緊張対決関係
を強めた原因の1つである）、それにより日本の対中政策も更に変化を遂げる。
２－３　ワシントン体制後の山東出兵、抗日戦争から日中戦争、終戦まで
　ロシア革命の成功に端を発した世界の二極化への移行が、世界の他の国で共産主義的反帝国主義
民族革命運動を盛り上がらせたが、そのことも「赤化の脅威」として日本の大陸政策に大きな影響
を与えた。他方で、一次大戦の経験から戦争の「総力戦」としての質的変化を認識した日本は、新
たな軍事戦略と軍事方針の再策定を図り、戦争遂行態勢の構築を急いだ。東アジア・太平洋地域の
国際的な勢力関係を既成の枠組みに封じ込めようとしたワシントン体制が、日本に反体制的な動き
を強めさせたのと同様に、中国においてもワシントン体制が反帝民族主義的革命の展開の原動力に
なった点は重要である。即ち、ワシントン体制後における日本と中国の両国のまったく異なる逆向
きの反体制的な動きが、両国間の衝突、そして1931年の柳条湖事件に始まる内戦（地域的な抗日戦
争）から全民族的な日中戦争（中国の抗日戦争）まで突き進ませることになる。
　1927年４月に成立した田中義一内閣は強硬外交を推進し、翌５月に中国での権益の強化と拡大の
ために山東省に兵を送った（山東出兵）。そして同年６月、田中首相は東京に閣僚・外務省首脳、
中国公使、軍部首脳等を集めて、対中国政策についての方針を決めるための「東方会議」を開いた
が、1927年のその「東方会議」で基本方針が策定されたとも言える第一次大戦後の日本の大陸政策
は、中国国民党勢力と中国共産党勢力の1927年以降の内戦等の分裂的政治情勢（近代的な国家統一
と国民統合を指向するまったく異なる2つの政治路線の抗争［闘争］）に乗じて介入し、中国の革命
進展に影響を及ぼすことになった（例えば、中国の抗日民族統一戦線成立［国共合作］、内戦停止・
一致抗日、等）。中国における地域的抵抗（日本軍が侵攻した東北地域）が全民族的な抗日戦争に
変化したように、日本側も地域的侵攻から全面的侵攻へと展開する。米国は、蒋介石からの救援要
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請を奇貨とし、中国軍に軍事援助を行うのみならず、同様に日本の大陸侵略に反発していた英国と
協調して日本に圧力をかけた。日本はそれに強く反発し、中国での侵略の手を緩めなかったため、
日米関係は悪化する一方となった。日本は終には連合国との戦争に踏み切り、中国のみならず、
米・英・蘭・豪等を敵とせざるを得なくなる。日中戦争は1941年の日本の対英米戦争の開始により
アジア太平洋戦争へと拡大し、その結果、中国の抗戦が長期的結果的には勝利の展望をもたらし、
また、米国が日本軍を中国戦線に貼り付けておくことの必要性から、重慶政府への経済的援助を強
化して、軍事的支援・協力関係を中国と築くことによりに日中戦争の火に油を注いだ。日本は、中
国戦線から兵力を引き抜いて対処したために中国軍が息を吹き返し、日本軍は劣勢に追い込まれて
行く。そして45年の広島、長崎の原爆投下で戦争が終結する。
２－４　日中戦争の歴史的評価
　日中関係史において、東方会議から数えて10年後の1937年からの日中戦争（中国においては抗日
戦争）の歴史的評価は、既に歴史家や批評家等の手により出尽くされた感があるも、未だ確立した
評価、認識が与えられ、また国民的な合意が得られているとは思えない。その一方で、評価見直し
論が出ては消え、消えては出たりする状況にある。但し、日本側が如何に認識・糊塗しようと、そ
して、それがたとえ仮に「聖戦」であり、正当化される戦争だとの論が張られたとしても、中国側
（特に中国国民）からすれば、日本が大きな被害をもたらした日本の侵略行為であるという点は拭
うことの出来ない歴史的事実である。
　上に書いたように、米国が重慶政府への経済的援助を強化して、軍事的支援・協力関係を中国と
築くことによりに日中戦争の火に油を注いだという側面もあり、その観点からすれば日中戦争の歴
史的評価は１つでなくても良いであろうが、日中戦争を「大東亜戦争」として、日本側の侵略の戦
争ではなく、欧米列強圧力に対する日本の「自衛」の戦争であるとか、欧米列強によるアジアの抑
圧・侵略からの「アジア解放」の戦争であった、といった見直し論や再評価論、あるいは戦争責任
免責、更にそもそも「責任はない」といった主張は、侵略あるいは植民地支配による奪取行為を正
当化しているという点で、強いバイアスの掛かった歴史の歪曲と言わざるを得ないであろう。その
観点から、「我が国が侵略国家だったなどというのは濡れ衣」で、「私たちは多くのアジア諸国が大
東亜戦争を肯定的に評価していることを認識しておく必要があ」り、日中戦争で「我が国は蒋介石
により日中戦争に引きずり込まれた被害者」で、日米戦争も「日本を戦争に引きずり込むためアメ
リカによって慎重に仕掛けられたワナだったことが判明している」等を内容とする論文（「日本は
侵略国家であったのか」）を発表し、それが過去の植民地支配と侵略への「深い反省」を表明した
1995年の村山首相談話に反する内容であるとの理由から更迭された前防衛省航空幕僚長の論陣は、
事実の正当性がどうであれ、日本が中国国民にもたらした大き過ぎる被害の視点に立てば、余りに
も一方的で、中国国民感情を無視したものと言わざるを得ない。
３．戦後の日中関係
３－１　日中戦争の終結と中国の国共内戦激化
　1945年の日本のポツダム宣言受諾による第二次大戦の終了とともに日中戦争は終結するが、それ
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は中国の日本に対する15年以上に亘る長い抗戦の勝利であった。連合国側に属した中国はその国際
的地位が高まり、戦後処理やその後の世界においても大きな役割を担うことが期待されたが、抗日
戦争の過程で対外的には国家主権が実現したものの、国民党・共産党間の対立が激化し内戦化して
いた中国国内の事情による、国内的な主権国家としての政権の未統一・未完成という、対外条件と
国内条件の著しい乖離から、戦後の国際秩序形成においてその役割を担うには至らなかった。
　終戦直後、国連軍の一員としての中国を代表して国民党政府が戦後処理、就中、日本の敗戦処理
に対する発言権を行使しようとした（実際、日本軍の降伏は国民党政府が受理した）。米国も国民
党政府をそのように遇し、また予想される米ソ対立において国民党中国からの米国支持を期待し、
蒋介石の国民党政府の存在を前提とした中国の統一と東アジアの戦後秩序を形成しようとしたが、
その後に、国共内戦が激化したため、米国のこの思惑・構想は見直しを余儀なくされる。
３－２　冷戦勃発と日本と中国のポジショニングの変化
　東西冷戦の勃発により、米国が日本を対アジア政策の安全保障上の重要拠点と位置付けたことか
ら、米国及び西側諸国による日本の敗戦処遇（占領政策）の力点が、当初の日本の「民主化」から
「経済復興」へと変化して行く。更に、1949年の共産主義新生中国の中華人民共和国の成立と1950
年の朝鮮戦争の勃発は、米国を中心とする西側陣営にとっての中国のポジショニングを変化させ、
同時に日本のアジア拠点における重要性を決定的なものとした。そして、それが対日戦後処理とな
る後述のサンフランシスコ講和条約の内容に大きな影響を与えた。朝鮮戦争に中国が参戦する頃に
なると、アジアにおける冷戦構造の形成が明確になり、中国封じ込めが米国の東アジア戦略上、重
要となる。それがまた、朝鮮戦争の帰趨や中国のその後の建国過程、国内政策、対外関係に大きな
影響を与える。
３－３　冷戦とサンフランシスコ講和条約
　1951年に開催されたサンフランシスコ講和会議（「日本との平和条約」（Treaty of Peace with 
Japan））は、本来的には日本の戦争責任と賠償の問題を決定する場であったが（一般的に講和会
議は、戦争によって引き起こされた事態を収拾し、平和時の国際秩序・外交関係を回復するために
行い、加えて敗戦国に一定の賠償義務を負担せしめることで独立国としての待遇を回復させること
が目的である）、東西冷戦の進行が同会議に大きな影を落とす。即ち、講和の中心となった米国が、
中国大陸が共産党の掌握下に入りつつある状況や米ソ対立発生の情勢下、日本を東アジアにおける
軍事戦略と安全保障の要と看做すようになったことから、戦争責任や賠償を、日本に対する懲罰的
なものから、極めて寛大なものに変化させた。同会議は、本来、アジアの被害国と対日戦争参戦国
のすべてが参加して戦争を正式に終結し、もって戦争責任と賠償責任を明確化する集まりであった
が、日本の侵略を受けた一部のアジア諸国が参加せず、また冷戦の進行下、米国の対アジア政策に
より、社会主義陣営やその一員として迎えられていた中国に対して参加招請が行われなかった（既
に中華人民共和国を承認していた英国との間の代表権問題についての米英対立の存在がその理由と
された）。52カ国の参加国中、ソ連・ポーランド・チェコスロバキアの共産圏３国は、中華人民共
和国の不参加（不招請）を理由に会議の無効を訴え署名に加わらなかった。49カ国が講和条約に署
名したが、これに続いて、米国は個別に日本と日米安全保障条約を締結し、この２つの条約をもっ
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て日本は冷戦下における米国の世界戦略の中で、米国政治の「周辺部」に位置付けられ、自由主義
陣営の一員として国際社会に復帰し、米国の同盟国として戦後世界を歩むことになった。
３－４　講和条約後の日中および日台の政治経済関係
　日本はこの条約に調印しなかった関係国と個別に平和条約を結ぶことになったが、講和条約の発
効（1952年４月28日）の日に、中華民国（台湾国民政府）が中国を代表すると主張した米国の指導
を日本が受け入れる形で、台北にて日華平和条約を調印した。この条約は、その20年後の1972年に
日本が中華人民共和国との間に日中共同声明を出し、中華人民共和国政府を中国の唯一・合法の政
府として承認し国交を樹立するまでの期間、大きな「しこり」となって日中関係に影響を与えるこ
ととなる（日中共同声明により日本政府は、日華平和条約は終了した、との見解を表明したことか
ら、中華民国政府は対日国交断絶を宣言した）。この台湾の問題は今に至ってもなお、大きな目の
上のコブとして、日中両国間の政治問題の１つとして立ちはだかっている。
　中国では1953年に毛沢東の指導の下で社会主義国家建設が進められ、上述の様に72年の日中共同
声明まで日中の国交関係は空白期間が続くことになった（即ち、日本は台湾に拠った国民政府を正
統政府として扱ってきた）が、経済面では、日中貿易がその影響を受けて、その期間、戦前・戦中
に比べ激減ししばらく低水準が続いたものの、交易自体は継続され、朝鮮戦争以降の冷戦体制が深
まる中にあっても日中貿易は途絶えることはなかった。一方、日本は戦後しばらくの間GHQの完
全統制下にあったが、中国において共産党政権の優勢が確定的になった以降も、米国による日本の
対中貿易の禁止や大幅な制限は行われなかった。それは、冷戦構造の中で日本の復興をアジアにお
ける重要課題と位置付けると共に、社会主義陣営に対しては、中国ではなくソ連を意識したこと、
即ち、中国をソ連から引き離す戦術の一環だった、とも言えるであろう。1950年の朝鮮戦争勃発後
の米国の対中全面禁輸措置により、日中貿易は一時的に途絶えざるを得なかったが、50年代後半以
降は、中国の経済建設過程での重工業製品に対する需要の高まりの中で、朝鮮戦争特需景気が後退
したことによる日本側の対中貿易拡大意向の利害が一致して、日中貿易量は徐々に増加して行っ
た。然しながら、日本は、一方で台湾国民政府とのみ国交を有し、他方で大陸中国との貿易を拡大
するという矛盾を常に抱えていたため、時には台湾当局の反発を招き、また時には大陸中国政府の
強硬姿勢により、日中貿易が政治的摩擦の犠牲にならざるを得ない状況が続いた。
３－５　文化大革命期の日中経済・日中貿易と政冷経熱
　毛沢東率いる中国は、1950年代後半に階級闘争・民族闘争の観点から西側資本主義との強硬な対
決外交姿勢を打ち出し、米国との協調による平和共存路線を歩もうとしていたソ連との対立も深め
た。そして、そのような中国の強硬路線は日中関係や日中貿易に微妙な影を落としたが（例えば、
再度の交易中断等）、その後「大躍進」政策の失敗と農業危機が明るみになるにつれて、食糧確保
の必要性から西側諸国との通商の拡大が喫緊の課題となり、その過程で日中関係が修復され貿易も
再開した。この頃に周恩来が提示した「貿易三原則」は、「二つの中国」を認めないとする「政治
三原則」を堅持するものではあったが、個別的な「友好貿易」の発展を通じて実質的な政経分離に
より貿易関係を発展させようとするものであった。そして、1960年代になり中国の西側との貿易拡
大傾向が強まるようになると、日中貿易は飛躍的に拡大し、1964年には中国の対西側諸国貿易の中
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で日中貿易が1位に躍り出た。その意味で、1990年代後半から日本において人口に膾炙するように
なった「政冷経熱」は90年代になって初めて出現したものではなく、60年代からの日中貿易に既に
その兆しがあり、政治を離れた経済関係のその後の積み重ねが「政冷経熱」を強めて行ったと言っ
て良いであろう。
　毛沢東の世界観や革命観、階級観（右派的見方をすれば熾烈な権力闘争理論と言うことになるの
かも知れないが）に基づく文化大革命は、他の社会主義国との関係悪化と資本主義国との接近を含
め、中国の対外関係に大きな影響を与えた上に（これには当然のことながら日本も含まれる）、「大
躍進」政策が2000万人の餓死者を出したことを含めて、中国を根底から揺さぶり、国内の政治的混
乱と経済的損失・破壊をもたらした。文革の起源や進展そのものは、直接的には日本とは関係はな
かったが、間接的には日中両国の国民の非経済的関係を一時的に断絶させることになった。しか
し、その後、中国は国際政治におけるパワーポリティックスを取り入れることを学び（例えば、経
済面では、社会主義国が国民国家を形成する上では、対外的に価値観の異なる資本主義国との交易 
［資本財や技術の輸入等］に依存せざるを得ないとの認識に基づく現実的な政策の導入等）、政治的
リアリズムを踏まえた外交政策への転換を図るようになった。そして、それが日本の高度経済成長
と中国の経済建設に呼応して、政治関係は不安定であったにも拘わらず、経済面、就中、日中貿易
を飛躍的に拡大させて行った。
３－６　日中共同声明と日中国交樹立
　70年に入ると、中国は、ソ連との敵対関係の緊張といったパワーポリティックスの観点から西側
諸国の盟主である米国との接近も行うようになり、同時に米国側も対中政策を変化させた（例え
ば、71年のキッシンジャー訪中）。72年のニクソン訪中は、中華人民共和国政府が中国の唯一・合
法の政権であることを米国が世界に向けて認知したと看做すことが出来、それは、中国における
「戦後体制」の終焉を意味すると同時に、アジアにおける冷戦体制の崩壊と、中国大陸の改革・開
放への転換を経て形成される20世紀アジアの最後の四半期の始まりを告げるものでもあった。そし
て、それがまた日本の対中政策にも決定的な影響を与えた。それは、日本内部で日中国交正常化へ
の動きを加速し、72年９月の日中共同声明により両国の国交関係樹立が実現することになり、その
後、貿易協定（74年）や航空協定（74年）、漁業協定（75年）等の締結と政治経済関係の正常化が
進められた。他方、それらの一連の動きは、中国の思惑からすれば反ソ連活動の一環として位置付
けられるものでもあった点も見逃すことは出来ないであろう。
３－７　文化大革命の終焉と改革・開放政策への転換後の中国
　動乱の10年を経て1976年に終焉した文化大革命のアンチテーゼとして復活した鄧小平は、1978年
に「改革・開放」路線で勝利を収めたが、同年には、日中間で日中平和友好条約が調印された。日
中平和友好条約締結の翌年には米中の国交が樹立し、ここに至り、東アジアにおけるそれまでの冷
戦の基本構造であった日米－中ソの対抗関係の図式は日米中－ソが完全に取って代わることになっ
た（中ソ平和友好条約は期限が到来した80年に失効している）。鄧の改革・開放の15年間は冷戦後
の中国の大きな歩みを象徴するものとなった。改革・開放転換後の中国は、80年代に入り社会主義
経済システムの改革と資本主義世界市場への参入を行うことにより、大きく経済発展の道を歩む。
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３－８　日中経済関係の進展と影を落とし続ける日中政治関係
　以降、日中関係は経済関係を中心に大きく進展し、日中貿易や日本による対中経済協力（例え
ば、円借款）が拡大する。1982年には平和友好・平等互恵・長期安定の「平和三原則」や、これに
相互信頼を加えた「日中関係四原則」が提唱され、その後の日中関係の安定を方向付けた。実際、
両国間の経済的関係は着実に広がり、緊密で強固な結びつきを強めており、両国の経済的相互依存
の規模は、日中の歴史の中で前例がない程度までに至っている。然しながら、他方で、日本の日中
戦争時の侵略を中心とする歴史認識や教科書検定、日本の首脳・閣僚による靖国神社参拝等の政治
的な問題を不確定要素として常に内包し、それが時には中国内の激しい対日批判や、中国進出の日
系企業に対する反日感情の高まりや反日デモに発展したりと、経済面に微妙な影を落とし続けてい
る。中国側の反応や対応は、中国指導部による外交上の戦術や駆け引き、あるいは共産党一党支配
とその正統性維持（これが端的に現れたのが89年６月に起こった天安門事件での民主化武力鎮圧で
あろうか）、更には国内における武力弾圧や所得格差に対する国民の不満の捌け口を国外に向けさ
せるという中国当局の意図が存在していることは否定出来ないであろうが、虐待や虐殺、謝罪、賠
償、慰安婦等の歴史認識の問題について、日本が、単なる政治上の修辞に終始して、国内で国民的
合意形成の努力や中国への対応を自覚的に行って来なかったことにもその原因が強く求められよ
う。
４．おわりに
　以上、本稿は、前半で、戦前の日本の敗戦に至るまでの日中関係を時系列に３つに時期区分し、
各時期の日中関係を世界の情勢と日中の動向を踏まえて検証し、またその特徴を纏め、「日中戦争
の歴史的評価」を試みた。また後半では、戦後の60年余の日中関係を、日本と中国両国が東アジア
の経済大国として、互いに主導的な役割を担うことが強く求められているとの視点と、「日中両国
の過去の歴史をきちんと振り返って学ぶ」ことの視座から、特に戦争終結直後から1970年代後半の
東西冷戦の終了までを中心に、世界情勢と関連付けながら検証してきた。
　日本は明治以降、近代化プロセスにおいて自立と殖産、富国強兵の道を進んだが（たとえば福沢
諭吉の「脱亜入欧論」にそれは如実に現れている）、それは欧米を中心とする列強諸国のバランス・
オブ・パワーの下でのパワーポリティックスを志向したものであった。上に見たように、日本の対
アジア戦略、就中、帝国主義的な大陸政策が当初から侵略主義として一直線に形成された訳ではな
いと考えられるが、日中戦争がどのような背景で起こったとしても、当時の日本の政府によって一
定の国家目的と国家利益の下に遂行されたのであり、その戦争において日本がもたらした収奪の行
為や引き起こした災厄について免責されるということはない。日中戦争の一方的な見直しや再評価
が時として日中関係に摩擦や亀裂を生じさせているが、日中両国の政府レベルに加えて、両国国民
を交えた合意と客観的事実や実像に基づく見直しであるならば、両国関係を未来に向けて一層大き
く発展させると考える。
　アジアは東アジアを中心にダイナミックな発展を遂げ、21世紀世界経済牽引のエンジンとまで言
われている。東アジア域内の相互依存関係は増々強まっているが、その中心となっているのは日中
の両国である。欧州（EU）、北米（NAFTA）、アジア（ASEAN＋日中韓）という世界経済の３極
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構造の中で、今後、この地域で早晩、東アジア経済圏や東アジア経済統合体が形成されると思われ
るが、そのような不可逆的な結び付きや動きにおいて主導的な役割を担うのが日中両国であること
も疑いの余地がない。日中の近現代史を俯瞰すれば、現在の日中関係における重要課題として、過
去の歴史をきちんと振り返り学ぶこと、そしてその上で、日中双方の政府と国民が、偏狭な国益に
固執した発想から抜け出て、東アジアの共通の目標に向け信頼感を地道に醸成し、強固で開かれた
連帯関係を作り上げることが如何に大切であるかを如実に我々に語っている。
（了）
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